
議案第７８号  

 

京丹後市重度心身障害者及び母子、父子家庭の医療費の支給に関する条例の一部改正について  

 

 京丹後市重度心身障害者及び母子、父子家庭の医療費の支給に関する条例の一部を改正する条例を別記のように定める。  

 

  令和２年６月１２日提出  

 

京丹後市長 中 山  泰  

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

 ひとり親家庭への経済的支援として、医療費助成対象者に大学等に在学する２２歳に達した日以後最初に到来する３月３１日までの

間にある者およびその大学生等を扶養する市内に住所を有する者を追加するものである。  
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（別記） 

京丹後市重度心身障害者及び母子、父子家庭の医療費の支給に関する条例の一部を改正する条例 

 京丹後市重度心身障害者及び母子、父子家庭の医療費の支給に関する条例（平成１６年京丹後市条例第１４２号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第１条の次に次の１条を加える。 

（定義） 

第１条の２ この条例において「児童」とは、１８歳未満の児童及び１８歳に達する日からその日以後最初に到来する３月３１日ま

での間にある者をいう。 

２ この条例において「大学生等」とは、１８歳に達する日以後最初に到来する４月１日から２２歳に達する日以後最初に到来する

３月３１日までの間にある者であって、大学その他規則で定める教育施設に在学している者をいう。 

３ この条例において「福祉医療費」とは、重度心身障害者並びに母子家庭及び父子家庭の医療費をいう。 

第２条を次のように改める。 

（受給者） 

第２条 重度心身障害者の医療費の給付対象者は、市内に住所を有し、次の各号のいずれにも該当する者とする。ただし、生活保護

法（昭和２５年法律第１４４号）による被保護者は、この限りでない。 

(1)  国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）による被保険者又は別表に定める医療保険各法による被保険者若しくは組合

員及び被扶養者とする。 

(2)  重度心身障害者であって、かつ、年齢が６５歳未満のもの及び６５歳以上の者であって高齢者の医療の確保に関する法律（

昭和５７年法律第８０号）第５条の規定による医療を受けるに至るまでのもので、次のいずれかに該当するもの。ただし、そ
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の者の所得又はその者の配偶者若しくは扶養義務者の所得が特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和３９年法律第１３

４号）第２０条及び第２１条の規定による障害児福祉手当又は特別障害者手当の支給制限額以上である者を除く。  

ア 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条に規定する身体障害者手帳の交付を受け、その障害程度が身体障

害者福祉法施行規則（昭和２５年厚生省令第１５号）別表第５号に定める１級、２級又は３級に該当する者  

イ 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第１２条に規定する児童相談所又は知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）

第１２条に規定する知的障害者更生相談所において知能指数がおおむね３５以下と判定された者  

ウ ３歳児検診等受診以前の者で、ア又はイに掲げる者に準じ、特に市長が必要と認めたもの  

２ 母子家庭及び父子家庭の医療費の給付対象者は、前年の所得が福祉医療助成事業費補助金交付要綱（昭和５０年京都府告示第２

９４号）第２条第２号に規定する基準額を超えない者であって、かつ、次の各号のいずれかに該当する者で、国民健康保険法によ

る被保険者又は別表に定める医療保険各法による被保険者若しくは組合員及び被扶養者とする。ただし、生活保護法による被保護

者は、この限りでない。  

（1） 市内に住所を有する母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９年法律第１２９号）第６条第１項に規定する配偶者のない女子

（以下「母子家庭の母」という。）又は同条第２項に規定する配偶者のない男子（以下「父子家庭の父」という。）であって、児

童を扶養している者、その児童及びこれに準ずる児童で特に市長が必要と認めた者  

（2） 市内に住所を有する母子家庭の母又は父子家庭の父であって、大学生等を扶養している者及びその大学生等（本市に住所を有

しない者を含む。）  

第３条第１項中「受給者」を「福祉医療費の給付対象者」に改める。 

第４条第２項に、次のただし書を加える。 

ただし、第２条第２項第２号に規定する者を除く。 
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第６条中「あり、」の次に「資格を審査して」を加え、同条に次の１項を加える。 

２ 前項の規定にかかわらず、第２条第２項第２号に規定する者に対しては受給者証を交付しない。 

第１３条を第１６条とし、第９条から第１２条までを３条ずつ繰り下げ、第８条の次に次の３条を加える。 

（資格の審査に関する調査） 

第９条 市長は、第６条の規定による資格の審査に関して必要があると認めるときは、申請者に対し、必要な事項の報告、文書その

他の物件の提示若しくは出頭を求め、又は質問することができる。 

（報告等） 

第１０条 市長は、医療費の助成をするに当たって必要があると認めるときは、受給者に対し、必要な事項の報告、文書その他の物

件の提出若しくは提示を命じ、又は必要な事項に関し受給者その他の関係者に質問をすることができる。 

（助成の制限） 

第１１条 市長は、受給者が正当な理由なく、前条の規定による命令に従わず、又は同条の規定による質問に対して答弁せず、若し

くは虚偽の答弁をしたときは、医療費の助成の全部又は一部を行わないことができる。 

  附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の京丹後市重度心身障害者及び母子、父子家庭の医療費の支給に関する条例の規定は、令和２年８月１日

以後の受診に係る医療費分から適用し、同日前の受診に係る医療費分については、なお従前の例による。 
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京丹後市重度心身障害者及び母子、父子家庭の医療費の支給に関する条例(平成16年京丹後市条例第142号)新旧対照表 

現行 改正案 

京丹後市重度心身障害者及び母子、父子家庭の医療費の支給に関
する条例 

京丹後市重度心身障害者及び母子、父子家庭の医療費の支給に関
する条例 

平成16年4月1日 平成16年4月1日 

条例第142号 条例第142号 

第1条 （略） 第1条 （略） 

 (定義) 
第1条の2 この条例において「児童」とは、18歳未満の児童及び18歳に
達する日からその日以後最初に到来する3月31日までの間にある者をい
う。 

2 この条例において「大学生等」とは、18歳に達する日以後最初に到来
する4月1日から22歳に達する日以後最初に到来する3月31日までの間に
ある者であって、大学その他規則で定める教育施設に在学している者
をいう。 

3 この条例において「福祉医療費」とは、重度心身障害者並びに母子家
庭及び父子家庭の医療費をいう。 

(受給者) (受給者) 

第 2条 重度心身障害者並びに母子家庭及び父子家庭の医療費(以下「福
祉医療費」という。)の給付対象者(以下「受給者」という。)は、市内
に住所を有し、かつ、次の各号のいずれかに該当する者であって、国民
健康保険法(昭和 33年法律第 192号)による被保険者又は別表に定める
医療保険各法による被保険者若しくは組合員及び被扶養者とする。ただ
し、生活保護法(昭和 25年法律第 144号)による被保護者は、この限り
でない。 

第 2条 重度心身障害者の医療費の給付対象者は、市内に住所を有し、
次の各号のいずれにも該当する者とする。ただし、生活保護法(昭和
25年法律第 144号)による被保護者は、この限りでない。 
(1) 国民健康保険法(昭和 33 年法律第 192 号)による被保険者又は別
表に定める医療保険各法による被保険者若しくは組合員及び被扶養
者とする。                           

     

(1) 重度心身障害者であって、かつ、年齢が 65 歳未満のもの及び 65
歳以上の者であって高齢者の医療の確保に関する法律(昭和 57 年法
律第 80号)第 50条の規定による医療を受けるに至るまでのもので、
次のいずれかに該当するもの。ただし、その者の所得又はその者の配
偶者若しくは扶養義務者の所得が特別児童扶養手当等の支給に関す
る法律(昭和 39年法律第 134号)第 20条及び第 21条の規定による障
害児福祉手当又は特別障害者手当の支給制限額以上である者を除く。 

(2) 重度心身障害者であって、かつ、年齢が 65 歳未満のもの及び 65
歳以上の者であって高齢者の医療の確保に関する法律(昭和 57 年法
律第 80号)第 50条の規定による医療を受けるに至るまでのもので、
次のいずれかに該当するもの。ただし、その者の所得又はその者の配
偶者若しくは扶養義務者の所得が特別児童扶養手当等の支給に関す
る法律(昭和 39年法律第 134号)第 20条及び第 21条の規定による障
害児福祉手当又は特別障害者手当の支給制限額以上である者を除く。 

ｱ 身体障害者福祉法(昭和 24年法律第 283号)第 15条に規定する身
体障害者手帳(以下「手帳」という。)の交付を受け、その障害程度

ｱ 身体障害者福祉法(昭和 24年法律第 283号)第 15条に規定する身
体障害者手帳の交付を受け、その障害程度が身体障害者福祉法施行
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現行 改正案 

が身体障害者福祉法施行規則(昭和 25 年厚生省令第 15 号)別表第 5
号に定める 1級、2級又は 3級に該当する者 

規則(昭和 25年厚生省令第 15 号)別表第 5 号に定める 1 級、2級又
は 3級に該当する者 

ｲ 児童福祉法(昭和 22年法律第 164号)第 15条に規定する児童相談
所(以下「児童相談所」という。)又は知的障害者福祉法(昭和 35年
法律第 37号)第 12条に規定する知的障害者更生相談所(以下「更生
相談所」という。)において知能指数がおおむね 35以下と判定され
た者 

ｲ 児童福祉法(昭和 22年法律第 164号)第 12条に規定する児童相談
所又は知的障害者福祉法(昭和 35 年法律第 37 号)第 12 条に規定す
る知的障害者更生相談所において知能指数がおおむね 35 以下と判
定された者 

ｳ 3 歳児検診等受診以前の者で、ｱ又はｲに掲げる者に準じ、特に市
長が必要と認めたもの 

ｳ 3 歳児検診等受診以前の者で、ｱ又はｲに掲げる者に準じ、特に市
長が必要と認めたもの 

(2) 前年の所得が福祉医療助成事業費補助金交付要綱(昭和 50年京都
府告示第 294号)第 2条第 2号に規定する基準額を超えない者で、母
子及び父子並びに寡婦福祉法(昭和 39年法律第 129号)第 6条第 1項
に規定する配偶者のない女子又は同条第 2 項に規定する配偶者のな
い男子であって、現に満 18 歳に達する日以後の最初の 3 月 31 日ま
での間にある者(以下「児童」という。)を扶養しているもの 

(3) 前号に掲げる者に現に扶養されている児童及びこれに準ずる児童
で特に市長が必要と認めたもの 

2 母子家庭及び父子家庭の医療費の給付対象者は、前年の所得が福祉医
療助成事業費補助金交付要綱(昭和 50 年京都府告示第 294 号)第 2 条第
2 号に規定する基準額を超えない者であって、かつ、次の各号のいずれ
かに該当する者で、国民健康保険法による被保険者又は別表に定める医
療保険各法による被保険者若しくは組合員及び被扶養者とする。ただ
し、生活保護法による被保護者は、この限りでない。 
(1) 市内に住所を有する母子及び父子並びに寡婦福祉法(昭和 39 年法

律第 129 号)第 6 条第 1 項に規定する配偶者のない女子(以下「母子
家庭の母」という。)又は同条第 2項に規定する配偶者のない男子(以
下「父子家庭の父」という。)であって、児童を扶養している者、そ
の児童及びこれに準ずる児童で特に市長が必要と認めた者 

(2) 市内に住所を有する母子家庭の母又は父子家庭の父であって、大学
生等を扶養している者及びその大学生等（本市に住所を有しない者を
含む。）  

(給付の範囲) (給付の範囲) 

第3条 受給者              が、疾病又は負傷により福祉医療費の
給付を受けることができる範囲は、国民健康保険法又は医療保険各法
の規定による医療の給付を受けた場合に被保険者若しくは組合員又は
被扶養者が負担すべき額以内とする。 

第3条 福祉医療費の給付対象者が、疾病又は負傷により福祉医療費の
給付を受けることができる範囲は、国民健康保険法又は医療保険各法
の規定による医療の給付を受けた場合に被保険者若しくは組合員又は
被扶養者が負担すべき額以内とする。 

2 （略） 2 （略） 

第4条 （略） 第4条 （略） 

2 市長は、保険医療機関等で受給者が受診した場合、その費用をその
者に代わり当該保険医療機関等に支払うことができる。                                                            

2 市長は、保険医療機関等で受給者が受診した場合、その費用をその
者に代わり当該保険医療機関等に支払うことができる。ただし、第2
条第2項第2号に規定する者を除く。 
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現行 改正案 

第5条 （略） 第5条 （略） 

(受給者証の交付) (受給者証の交付) 

第6条 市長は、前条の規定による申請があり、              受給者
と認めたときは、当該申請者に対し福祉医療費受給者証(以下「受給
者証」という。)を交付する。 

第6条 市長は、前条の規定による申請があり、資格を審査して受給者
と認めたときは、 当該申請者に対し福祉医療費受給者証(以下「受
給者証」という。)を交付する。 

 2 前項の規定にかかわらず、第2条第2項第2号に規定する者に対しては
受給者証を交付しない。 

第7条・第8条 （略） 第7条・第8条 （略） 

 (資格の審査に関する調査) 
第9条 市長は、第6条の規定による資格の審査に関して必要があると認
めるときは、申請者に対し、必要な事項の報告、文書その他の物件の
提示若しくは出頭を求め、又は質問することができる。 

 (報告等) 
第10条 市長は、医療費の助成をするに当たって必要があると認めると
きは、受給者に対し、必要な事項の報告、文書その他の物件の提出若
しくは提示を命じ、又は必要な事項に関し受給者その他の関係者に質
問することができる。 

 (助成の制限) 
第11条 市長は、受給者が正当な理由なく、前条の規定による命令に従
わず、又は質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をしたとき
は、医療費の助成の全部又は一部を行わないことができる。 

第9条～第13条 （略） 第12条～第16条 （略） 

 別表 （略） 

 附 則 

 (施行期日) 

 1 この条例は、公布の日から施行する。 

 (経過措置) 

 2 この条例による改正後の京丹後市重度心身障害者及び母子、父子家
庭の医療費の支給に関する条例の規定は、令和2年8月1日以後の受診
に係る医療費分から適用し、同日前の受診に係る医療費分について
は、なお従前の例による。 
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年 月

（パブリックコメントを実施した場合は、その結果等を含む。）

　≪財源措置の状況≫ （単年度事業でない場合は、全体事業の見込状況を記入） (単位：千円)

○その他の計画(該当する場合のみ)

　≪政策等の実施時期≫ 策定年度

　この条例は、公布の日から施行する。
（経過措置）　改正後の京丹後市重度心身障害者及び母子、父子家庭の医療費
の支給に関する条例の規定は令和2年8月1日以降の受診に係る医療費分につ
いて適用し、同日前の受診に係る医療費分については、なお従前の例による。

計画期間

担当部局 担当課 添付資料（有の場合は、その名称）

市民環境部

計画名称

保険事業課 有・無

　≪提案に至るまでの経緯≫ 　≪総合計画等の整合≫

25 子育て支援の総合的な推進
総合計画
計画項目

2,000

　≪政策等の必要性≫ 　≪将来にわたる効果及び経費の状況≫

　ひとり親家庭に対する医療費支援は、現在、高校生卒業年齢までとして
いることから、大学等への進学に伴い、多額の学費に加え医療費について
も大きな負担となっている。このため、扶養される大学生等やその親にか
かる医療費を支援し、必要な医療を受けやすくすることによって、安心し
て進学できる環境を整える必要がある。

　大学等へ進学するひとり親家庭への経済的負担の軽減

　【経費見込み】
　　　　　　　　　2,000千円
　※令和2年度の支給は8月診療分から2月診療分の7か月間。

　≪政策等の概要≫ 　≪市民参加の状況≫

　ひとり親家庭への経済的支援として、ひとり親家庭医療費助成の対象者
に、大学等に在学する22歳に達した日以後における最初の3月31日まで
の間にある者及びその大学生等を引き続き扶養している市内に住所を有す
るひとり親を追加するものである。

有　・　無

総事業費 国庫支出金 府支出金 市債 その他 一般財源

【議会基本条例第8条第1項関係】

議案の
件　名

議案第78号
京丹後市重度心身障害者及び母子、父子家庭の医療
費の支給に関する条例の一部改正について

政策等
の区分

計画　・　事業　・　条例

その他（　 　　　　　　）
政策等の形成過程の説明資料

令和 2 6  定 例 会
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